
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 2年度   事 業 報 告 書
(自 :令和 2年 4月 1日  至 :令和 3年 3月 31日  第 10期 )

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター

法人番号 :7011005003261

1 事業の成果
令和 2年年度は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、国が示す感染拡大防止に万仝の対策を務め

たうえで、厚生省、東京都、各区からの指示・要請により、感染防止のため、通所を控えることが可能な保護者
に対しては、通所の自粛をお願いしたが、家庭で過ごすことが困難な児童もいることを考慮したうえで、医療
分野等社会生活を維持するため必要なサービスに従事しておられるなど、仕事を休むことが困難な家庭の児童
については、障害児通所支援事業の提供を実施してきた。

本事業年度は、障害児通所支援の事業において述べ 7,213名 (回 )の療育支援を実施した。また無料の
個別相談支援業務に関しては、前年と同じく患児の保護者向け個別療育と指導、ファミリーストレスの緩和に

関する相談、学校と保護者の子どもの療育に関する意見調整に関するカウンセリング等を実施した。新たに医
療的ケアが必要な児童や指定難病罹患児等で、幼稚園、保育園での受け入れが困難な児童を対象とした事業で
月平均 41名 を支援した。医療、学習困難度、セカンド・アセスメントや学校との対応など教育・保育・療育分
野の横断的な相談や各病院との医療連携による支援を実施した。今期、漢字検定は年 2回、算数検定 1回を実
施し述べ 39名の児童に無料の団体検定を実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【84,732】 千円)

(2)その他の事業

(注 1)障害者総合支援法に基づく一般相談支援事業及び特定相談支援事業並びに児童福祉法に基づく (注 2)障害児相談支援事業は指

定中請をしておらず、NPO創設時からの無料相談のみとなっております。

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者総合支援法に基づ

く一般相談支援事業及び

特定相談支援事業 (注

1)並びに無料の相談、助
言、支援に係る事業

発達障害児の保護
者への個別相談ソフ

ァミリース トレス

解消のための相談
(無料)

随 時
主及び従

たる事務

所

2名 不特定多数

障害児の保護

者

115名

855

児童福祉法に基づく障害児
相談支援事業(注 2)及び障
害児通所支援事業

障害を持つ児童の
ための療育支援、
学習支援、機能訓
練。

年中無休

午前 8時
から午後

5時まで

主たる事

務所

従たる事

務所

19名 難病指定疾患
児、発達障害

をもつ幼児・

児童

延 7213

名
83722

発達障害児・者の支援に関
する研究調査及びセミナー
の開催事業、検定試験

研修受け入れ (無

料)

研修 :8
月・ 12月
年 2回

主たる事

務所

障害児に携わ

る保育等、自

治体職員・利

用者士

コロナ禍

のため実

施せず
155

算数検定、漢宇検
定、英検 Jrの無
料検定の実施 (無
料)

漢字検定年

2回

算数検定年

2回

5名
(兼

任)

延 39名

定款に記載 され

た事業名
事業内容 日日寺 場所

従事看
人数

事業賞
(千円)

該当なし。

(事業費の総費用 【    0】 千円)



事 業 報 告 用

7011005003261

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター

(単位 l円 )(自 :令和 2年 4月 1日  至 :令和 3年 3月 31日 )

経 常 収 益
1 受 255.

正会員受取会費
賛助会員受取会費

255,0()0

0

2

受取寄附全
施設等受入評価益

0

()

3 6

東京都新型コロナ感染症緊急包括支援事業 (非課税) 1,666,000

4 1又 102.0 826
障害児通所支援事業収益 (消費税非課税) 102,050,826

5 その の 20.380
受取利息 138

し 20 242

1

1

給料手当
役員報酬
法定福利費
福利厚生費

42,776,211

2

1

1

9

8

0

22,236
83,064
10 ()76

2 の

会議研修費
旅費交通費
家賃光熱費
業務委託費
消耗品費
減価償却費

159,228

23
1

3

2

2

7

7

9

8

3

38,790
24,329
43,326
84,686
81,470

の 09 224
84 732 640

2

(1)人
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
通勤費

0

O

O

O

O

Oコロナ 急包 支 金 OO

(2)その 8,1 9

施設維持費 (事務所更新手数料・移転費用・内装原状回復費を含む)
諸会費   (東京都社会福祉協議会・港区社会福祉協議会会費)
通信費   (MTイ ンターネット監視システム含む)
支払手数料 (SECOm視システム、銀行振込手数料含む)
支払利息  (日 本政策金融公庫・西武信金)
支払寄付金 (東京慈善銀行)
リース料  (NTTコ ピーFAX複合機l台 )

4,5 86,977
50,500
93,598
35,430
36,757
30,000

1

6

8

2

124,887

用  言
I常 1 減 客 A B 10.801.417
痛言 タ 1又  猛
L」 0

0

0

過年度損益修正益

:  タ 1又  覇
痛旨 ケ 費  ′ |

日 (新橋TSヒ ル移転に伴う内装・什器備品) 1,740,386

0
災害損失

:  タ
-1.740.386

|

+ 9,061,031
人 及 び

正

民

産

)+( 27.082.99`

書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度 '舌動計算書 (その他事業だ上場合)
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「
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「
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
(第 10期 )

和3年 3月 31日 現在)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター

(単位 :円 )

A
1

2

の の

(1

25 042 029

) 形

(2) 形 固

9,815.890

(3

現金預金
未収金
前払費用

13,983,743
8,740,266
2,318,020

7,504,704
6,542,233
-4,231,017

12,567,880
200,000
10,000

保証金

敷金

出資金

建物附属設備
什器備品
減価償却累計額

【A】 資 産 合 計 ①+② 47.635,799

9,260,000長期借入金

の

2

+

1

10 126 423

9 260 000
552 805

B-1

未払金

預 り金

借受金

809,791
356,591
0

産 額正期

正
●
0131 031

18,021,963
B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 47,635,799

|_____壼 雖二全

固定雀

固定負讐



書式第16号 (法第28条関係)

令和2年度 務諸表の注記
(令和2年4月 1日 ～令和3年 3月 31日 ) 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター
1重要な会計方針

財務諸表の作成は.NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20曰 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)によっています.

(1) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定|こ基づいて定額法で償却をしています。
無形固定資産は.法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています.

(2) 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは.活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受入
の内訳」に記載しています。

(3) ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供は.:4.活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています.

(4) 消費税等の会計処理
経費等の消費税等の会計処理は.税込経理方式によっています.
(障害児通所支援事業に関しては.公費による収入ですので消費税の対象ではありません。)

2.事業別損益の状況

特定非営利活動における事業別損益の状況は以下の通りです。※その他の収益活動は致しておりません.
※ 用は収入比 じて しておりま (単 円 )

0

0

833.000

33,427,708 15■118.7・11

０

〇

一

0

0

833,000

53,174,374

0

0

1,666,000

102,050,826

0 20.3SO

255,000

0

1,066,000

102,050.826

20.380

34,260,708

12.832.863

876.671

376.613

453.023

15,448,744

7.699,718

526,002

433,105

271.811

54,007,374

21,388,106

1,519,563

1.073,346

785.240

855.o21

103,716,826

42.776,211

2,922,236

1,883,064

1.510.076

275,380 103,992,206

42,776,211

2,922,236

1,883,064

1.510.076

14.539.170 8.930.639 24,766.254 865,524 49,091,587 49,091,587

91.846

147.758

388,665

7,172,349

476,294

776,987

501.845

105,622

169.922

446.965

5.025.lS7

547,738

898,478

577.122

261,760

421,110

952,230

11.526.798

1,357.438

2,214,271

1.430.258

155,466

459,228

738,790

1,943,326

20,724,329

2,381,470

3,884,686

2.509.224

459,228

738,790

1,948,326

23,724,329

3,884,686

2.509.224

9555.691 F66 031 18.163.860 36,641.053 35.641,063

0

450,000

513,411

704.826

(左に含む)

0

252,875

347.154

450,000

1,861,321

1.919.191

900,000

2,627,607

2.971.171

1,959,370

900,000

4,586,977

2.971.171

1.668.237 600.029 4.230.512 6,498,778 1,959,370 8,458,148

I経常収益
1.受取会費

2.受取寄付金

3.受取助成全等

4.事業収益

5.その他収益

経常収益計

Π 経常費用

(1) 人件費
給料手当

法定福利費

福利厚生費

通勤費
人件費計

(2) その他経費
会議研修費

旅費交通費

業務委託費

地代家貨

減価償却費

消耗品費

その他経費

事業費計

(3) 管理費
人件費等(都慰労金)

施設維持費

その他経費

管理費計

経常費用計 25,763,101 17.296,701 47.160,626 1,010,990 84,732,640 1,959,370 93,190,788

当期経常増減額 8,497,608 △ 1,847,957 6,846,748 ∠1 1,010,990 18,984,186 ▲ l.683.990 10,801,417

■目■■■l… 輌

3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

※当期は施設の提供等の物的サービスの受入れはございません.

(単位 :円 )

4.活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務t7提供の内訳

※当期は活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務の提供はございません。

東京れ
'1型

コロナ感 ■・1正督t包括支
援

'来

叶ヽ■t"全リ
(職員慰労金・非課税 )

合  計 900.001 900,000

■麟轟固■

5使途等が制約された寄付等の内訳
X当 期の使途等が制約された寄付等事業は以下のとおりです

ヽ 1驀 ′.t泰
=■
■1 ■.1`.ヽ .7・イ 1キlaie支援2 合 計

内  ,, , ‐■ .定 ―根‐ 拠

内  :容 今  嬌 算  定 ■ミ 誕

1内 _漆 1期 首成高 当期増加鮮 1 当期減少額 備 .考
一　
　
　
　
一

一　
　
　
　
　
一

一　
　
　
　
一

一　
　
　
　
　
一

一　
　
　
　
一

二



7,501.704

6.01〕 0.281

0

3.914.3う 0

0

3.402.398

7,504,704

6,542,233

△ 1.131.331

_ 3.099.713

6,373,370

3.442.520

有形固定資産

建物附属設備

什器備品

有形固定資産合計 13.534.985 3.911.350 3.402,398 14.046.937 △ 4.231.047 9,815.890

0

6.781.000 5.786.880

200,000

10.000

12,567,880

200,000

10,000

12,567,880

200,000

10.000

無形固定資産

保証金

敷全

出資金

6.?81.000 o.996.880 12,777,880 12,777.880

20.315.985合  計 9.911.230 8,402,398 26.824.817 △ 4.231.047 22.593.770

6固定資産の増減内訳
X固定資産の増減は.当 期,事業所の移転・新設があり以下の通りです.

7.借入金の増減内訳

借入金の増減は以下の通りです。

(早位 :円 )

及びその近 との取引の

役員及びその近親者との取引は以下の通りです.

(単位 :円 ,

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味資産の状態並びに正味資産の増減を明らかにするために
必要な事項。
◇事業費と管理費の案分方法
王に施設の維持管理に関する費用.事業所ごとに実分することが適切でない費用を共通管理費として計上している.

当期は事業所の移転があり、移転に伴う当該費用を管理費として計上した.
◇ 本事業年度に購入した備品は.30万未満のものは少額備品として費用計上した。
「中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例」
◇ |口事業所(新橋TSビル)の契約は令和3年 7月 末までであるので.移転後も家賃が発生している.
く|)'放課後等デイサービスは令和3年 2月末をもって終了し.児童発達支援に特化した。

日本政策金融公庫 4,375,000 2,335,000 2.040.000

'|[ヽ

け‖]● 111東京都保ill:協 会｀ 5.666.n00 10.000.000 8.446.000 7,220,000

役員借入 (理事1名 ) 10.631.431 2.Sう 0.000 3.368.011 10.126.423

合計 20.675.431 12.860.000 14.149.011 19,386,423

|

10.126.123

0

10.126.423 10.126.423

役員借入金 (理事1名 )

借受金 (理事1名 )

千キ il 期常・T(得価頷 1  取得 減 1,

「

~~~

S

‐聾 普腱高 ・薔翅倍入 当期返済

科 F ●●.'表 に

'||=|●
た,i■ i´

''れヽた0オ: 1  `1′ 」●l'

__二量劉



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター

3 3 31

現金預金
手元場金
西武信用全庫
みずは銀行
ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行

普通預金
普通預金
普通預金
普通預金

242.242
10,366,217
2.869,358
426.574
79,352

３

一

４

一

７

一

―

一

８１

一

９

一

―

一

１１

一

一未収金
東京都国民健康保険団体連合会未収金 8,740,266

前払費用
未経過家賃

8,740.266

2.318.020
2,318.020

1

建物附属設備
新橋吉樹ビル内装工事
減価償却累計額

7,504,704
-1.131.334

6,373. 370

什器備品

新橋吉樹ビル内装・近鉄霞ヶ関ビル内装・什器備品

減価償却累計額

6.542,233
-3.099.713    3,442,520

3
保証金等
新橋吉樹ビル

新橋TSビル (森 ビルエステー ト)
近鉄霞が関ビル (三井不動産ビルマネジメン ト)
クレール芝倉庫敷金
出資金 (西武信金 )

4.309,200
2.471,800
5,786,880
200,000
10,000

12,777,880

【A】 資 産 合 計 ①+② 47,635,799

2

10 126.423

212
65

125

600

78.866

809,791

10,126,423

預 り金
源泉徴収税
社会保険等

長期借入金
日本政策金融公庫 (東京中央支店 )
西武信用金庫 (東京都保証協会 )

2.040.000
7,220,000

未払拿
“品費電ットヵ_ド法人クレ´ ,

役員借入金  (理事 1名 )

687.339
122.452

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 20.552.805

27,082.994

9,260.000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

科 |    ′|ヽ ト

の

1定



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

可 確認事項 (法第 20条及び第 2¬ 条を確認の上、チェックを入れてください。)

図以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係 )

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

1
監 事

マルヤ ミユキ 令和2年4月 1日 ～

令和2年9月 30日

年 月

月

日

日年丸谷みゆき

2 監事
ササカワ チサト

令和2年4月 1日 ～

令和年3月 31日 年  月  日笹川 千里

3 ^'I 1ra
令和2年4月 1日 ～

令和年3月 31日

年

年

月

月

日

日水田 陽子

4
サトウ ヨシアキ

令和2年 4月 1日 ～

令和年3月 31日

年

年

月

月

日

日佐藤 良明

|)
監事

マルヤ  トモキ 令和2419月 30日

令和3年 3月 20日

年

年

月

月

日

日丸谷智暉

6 監事

マルヤ  トキプリ 令和3年 3月 20日

令和 3.年 3月 31日

年

年

月   日

月 日丸谷 隆文

7 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

事 業 報 告 用

嘩 興
一
z墨
=と
セン窒=_

2 役員一覧

年  月  日

⌒

t理事′監事
V

′
~ヽ

理事I監事】
ヽ日ノ



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社 員 名 簿  (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人メルケアみなとセンター 令和 3年 3月 31日 現在

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
丸谷みゆき

2
佐藤 良明

3
五上 隆子

4 笹
川 千里

5
吉原 若菜

6 水田 陽子

7
山賀 三代

8 平
野 治恵

9
岡田 裕子

10
納田 由希子

11
中野 美礼

小林 弥生
12


